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資料紹介
レギュラシオン理論のfSつの制度諸形態」の再検討(2)
?
森 章
?
町 長期的賃金形成*
クロード・ルロワ村
経済理論の難しさ
標準的経済理論の想定によれば、労働供給は実質賃金に比例して増加するが、労働需要は実質賃
金のこのような変化ととも減少する。労働市場の完全競争の仮定がつねに労働市場の均衡を保証す
るというのである。労働市場で作用するこのメカニズムの公理化が、第二次世界大戦後のマクロ経
済分析を支配してきた [Philips，1958J。この公理化はまず、賃金率の変化と失業水準の因果関係が
統計的には逆であり、したがって、非線形的な関係である、ということを表現する。それから、失
業率と過剰な労働供給との関連が導入される。インフレ率と求職コストにたいする期待の誤りを導
入することで、この公理は内容豊かなものになっている。この公理化によって、環境の変化にたい
する行動調節の遅れと一時的な不完全雇用を説明することが可能になる。
しかしながら、賃金率の変化が労働市場の均衡を保証する以上、この公理は1970年代にほとんど
の先進工業諸国で観察されたような大量失業の展開を説明することができない。実質賃金の硬直性
の仮説ないし自然失業率の増加だけが、大量の自発的失業の発生とその執劫な存続を説明できるの
である。
労働市場の新しいミクロ経済的アプローチもまた、賃労働関係の形態の多くの特性を明らかにし
た。しかしながら、これらのモデル(効率賃金、黙契、二重労働市場)はすべて、失業の大きさと
その持続を考慮しないで実質賃金の硬直性について説明するために、多くのアドホックな仮定を導
入するのである。
賃金の枠組みは賃労働関係によって規定される
レギュラシオン理論の研究プログラムは、これらとは異なる視角から展開される。直接的賃金収
*この論文は、R.Boyeret Y.Saillard (eds)， Theorie de la regulation， La Decouverte， 1995に第10章
として収録されている。
* * INSEE (国立統計経済研究所)理事、フランス銀行エコノミスト
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入は賃労働関係を構成する 5つの要因のひとつであるが、賃労働関係にはその他の要因として、社
会的・技術的分業の形態、賃労働者の可動性と企業との結びつきの様態、間接賃金の形成、賃労働
者の生活様式(消費様式)が含まれている。きて、長期における賃労働関係の変容は、レギュラシ
オン理論のなかでは、資本制的生産様式に影響を及ぽす諸変化にかかわる大きな規定要因のひとつ
として現れる。
さらに、成長についてのレギュラシオニストの分析は、規則的で持続的な成長を確保するには、
労働生産性の上昇と実質賃金の増加を同時に実現する必要がある、という想定を中心に据える。1930
年代の危機は、著しい技術進歩によって促進される労働生産性の動態と比べた賃金増加不足の結果
として説明される。同様に、 1970年代には、賃金の増加テンポの上昇と生産性上昇の弱体化とのズ
レが利潤を圧縮し、「構造的J危機を招いたとされる。反対に、安定した持続的成長を成し遂げた「黄
金の30年Jの原動力として見なされるフォーデイズムは、大量生産と大量消費の同時並行的発展に
よって特徴づけられるが、この大量消費を保証したのが団体交渉制度と所得政策の創設である。所
得政策は間接賃金の著しい発展をもたらしたのであった。
長期の歴史的・制度的分析は資本制的生産諸関係のいくつかの構図を明らかにしつつあるが、そ
のような構図のなかでは、賃労働関係の変容が規定的なものとして現れる。とくに、直接賃金の決
定が一世紀規模で同じルールに従ったことはないように見える。少なくともアメリカについては、
手短な説明によって有意義な時期区分をおこなうことができる。すなわち、第一次世界大戦までの
労働市場のレギュラシオンは、競争メカニズムを通じておこなわれた。両大戦聞の時期に諸制度が
出現するが、依然として競争メカニズムが支配的であった。第二次世界大戦後、賃金は交渉によっ
て決定されるようになる。 1970年代の終わりになると、市場の諸力が復活し、賃金決定が再び大き
く変容したかのように見える。
長期的に一定不変の賃金決定は存在しない
長期における賃金インデクセーションの研究は、少なくとも 3つの時期の存在を示唆する。フラ
ンスの場合、労働市場のn日式jのレギュラシオンが17世紀から19世紀の中葉までの特徴である。
このレギュラシオンは前資本主義的で生産性の低い農業の優越を前提しているが、このような農業
生産の優越は景気変動の独特な型を作り出した。賃金と雇用は同じ方向に変化するが、両者とも生
活費の動きとは逆方向に変化する [Boyer，1978]0資本主義タイプの産業が優越してくるとともに、
競争的レギュラシオンが現れ、賃金は経済活動に感応的であり続げてながらも、確実に生活費に依
存するようになる。名目賃金と生活費のあいだに同時的変化が出現するが、変化の程度は強くない
し、非対称的な場合もある。賃金は部分的に生活費の上昇に合わせて調節されるが、依然として下
方への変化が優勢である。さらに、独占的レギュラシオンがしだいに支配的になるとともに、第二
次世界大戦後の賃労働関係に大きな影響を及ぽす諸変化が達成された。この問、賃金のインフレに
たいするインデクセーションの程度はほぼ完全であった。第二次世界大戦後、過去のインフレ率の
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算定に基礎を置く賃金交渉によって、消費者物価ノルム(lNSEEによる物価指数)が作成されるこ
とになった。団体協定は、生活費の変化に比例して賃金改定をおこなう複数年にわたる労使協定や、
消費者物価の過去の変化に比例して賃金の改訂をおこなう明示的手続きを準備していた。
アメリカでは、この国の歴史に固有な時期区分に照応したいくつかのレギュラシオンに類似する
展開が見られる [Aglietta，1976; Juillard， 1993; Leroy， 1992]。アメリカの消費者物価にたいする
賃金の弾力性は、独占的レギュラシオンの時期でさえ複数年契約のために、フランスのような国と
比べて弱い傾向にあった。しかし、この弾力性は基準値から著しくかけ離れていたわけではない。
インデクセーションのメカニズムは1960年代の末から衰退していき、インデクセーションの度合い
が急速に低下していった。フランスとアメリカの違いは、ナショナルな制度的文脈の重要性を物語
っているのであるo
賃金の独占的レギュラシオン
長期の文脈のなかに位置づけ直すならば、現代という時期は独自なものとして現れる。例えば、
失業の拡大は、もはや名目賃金の低下に結びつくのではなしただ名目賃金の増加率の低下をとも
なうだけになる。
さらに、労働市場の不均衡をどのような基準で評価しようとも、労働市場でグローパルな緊張が
調整者としての役割を果たすことは、この時期を通じて少なくなった [Boyer，1978] 0 1890-1976 
年の時期のアメリカのデーターでも、類似の結果が観察されている[Sachs，1978 J。労働契約期間の
延長、さらには労働組合との交渉事項になる労使合意や団体協定がカパ}する範囲の拡大によって、
賃金の変化は労働市場を支配する緊張から切り離されるようになった。こうして、アメリカの労働
契約の平均的期間は1940年の1年から1970年の3年に延長された。
別の議論によって、賃金インフレがどうして労働市場の条件にあまり感応していなしヨかを説明す
ることができる。一方で、物価スライド制賃金の明示的(あるいは黙示的)手続きの導入は、労働
市場の均衡を保証するという中心的変数としての役割を名目賃金から取り上げる。他方で、第二次
世界大戦後に実施されてきたような景気回復政策は、現在の失業と予想される将来の失業の関連を
切断する傾向があった。そのために、現在の失業が将来におこなわれる労働契約で予想される賃金
の変化に、影響をあたえることはほとんどなかった[Sachs，1978J。実質賃金の循環的変動が後退す
る原因を、つぎのような一連の学習効果に帰することができる。例えば、労働市場の分断度が高ま
ると、全体レベルのの賃金変動は主要部門の賃金変動によって決まるようになる。あるいは、転職
によって収入が増加すると、就業労働者の雇用喪失コストが減少するようになる[Schor，1985J。さ
らに、実質賃金の循環的変動が後退する原因を、高失業率の時期でさえ雇用を確保している人々の
パワーの高まりに帰すこともできる [Lindbecket Snower， 1988]。
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フォーデイズム:生産性上昇の明示的な配分
実質賃金の変化と労働生産性の関係は、すでに指摘したように、フォーデイズム的蓄積体制の安
定と持続的で安定した成長体制の出現にとって決定的である。レギュラシオニストの分析は、生産
性インデックス賃金が完全競争の仮定によって保証されるのではなく、場合により企業あるいは全
産業部門の生産性上昇の明示的な配分手続きによって保証されるという点で、新古典派的発想のモ
デルから区別される。例えば、第二次世界大戦後のフランスでは、生産性上昇の名目賃金の変化に
たいする直接的ないし間接的な遡及が、一部の賃金協定ではっきり述べられているo 賃金決定が公
平な所得分配の確保を目標とする労働組合によって支配される、労働組合の代表制度においても、
類似の結果が得られる。
フランスのような一部の国では、労働生産性の上昇と名目賃金の増加の関連は特有な形態をとる。
このような依存関係を作り上げるさまざまなメカニズムのうちで決定的に重要なのは、中心部門の
役割である。実際、高賃金、高度の集積、平均よりも高い労働組合加入率によって特徴づけられる
これらの部門は、生産性上昇の一定の割合を製品価格の低下によって反映させるよりも、むしろ直
接賃金の増加の形態で反映させるのであるor指導的J部門の存在という仮定は、それだりでは、名
目賃金の趨勢が長期的に労働生産性の趨勢に従うことを保証するのに十分ではない。そのためには
さらに、中心的部門によってあたえられる衝撃が賃金ヒエラルキーを変形させるにとどまらず、経
済的ないし制度的メカニズムの全体が賃金ヒエラルキーの安定を保証することが必要である。この
場合、これらの部門は、中期のマクロ経済レベルの賃金上昇において決定的な役割を演じる。中心
部門の高賃金の衝撃が経済全体にまで波及するのである。
これらの部門の特徴である強い労働組合は、自律的な影響力をもっている。労働組合の相対的な
パワーは、名目賃金の増加に反映される生産性上昇の配分の決定に影響力をもつのである。
独占的レギュラシオンでは、名目賃金の動態は労働市場に見られる不均衡から相対的に独立して
いるが、これは労働生産性の変化にたいする名目賃金のインデクセーションと歩調を合わせている。
プォーデイズムの時期の経験的分析が証明するように、マクロ経済レベルの名目賃金の決定の大部
分は競争的メカニズムの支配から脱しているのである。
賃金レジームはレギュラシオンの変化にどのような影響を及ぽすのか
近年におけるレギュラシオン理論の研究では、資本主義の長期的動態や、ある蓄積体制の別の蓄
積体制への変化を説明できるようなマクロ経済モデルの構築をめざす研究の重要性がますます強ま
っている(R.Boyer et Y. Sail1ard (eds) [1995J partie Iをみよ)。
賃金決定と生産性レジームは、以下のように、時間的経過とともに継起する対照的性格の調整様
式を可能にするうえで決定的な役割を演じるo
十九世紀のあいだと第一次世界大戦までは、競争的レギュラシオンが支配的であった。生産性上
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昇は名目賃金に否定的な影響をあたえた(生産性の上昇は当時、賃金に否定的な影響を及ぽす、雇
用減少と失業増加と結びついていた)ので、総需要と生産性上昇の関連も否定的になった。それゆ
え、成長は緩慢であるが安定していた。
ふたつの世界大戦を挟む時期のあいだ、テイラー主義原理にもとづく新しい産業編成によって、
規模の経済性が増大する一方で、資本による労働代替の進行が未曾有の生産能力の拡大をもたらし
た。しかしながら、賃金決定のシステムの大部分は依然として競争的であり、力関係が賃労働者に
著しく不利に働く園もあった。そのために生産性上昇にたいする需要の(否定的な)感応性が強ま
る傾向にあり、このような構図は1929年の危機とこの時期を特徴づける不安定性をもたらした。
第二次世界大戦後、新しい社会的妥協が労働生産性上昇の配分を可能にした。この妥協は、一部
の団体協定では多かれ少なかれ明示的に表現されている。あるいは、協定という形をとることなく、
ストライキによって獲得されることもある。このインデクセ}ションは依然として部分的であるが、
強く安定的な需要増加を保証する一因になった。この時期の成長は持続的で安定的であった。この
ような経済変動の著しい緩和によって、規模の経済性の拡大と結びついた生産性回復の可能性をよ
り効果的かつ体系的に利用することが促進された。そのために、 1920年代と比べて、成長がいっそ
う強化されたのだった。
1960年代末以降、黄金の30年を記録した独占的レギュラシオンはその限界に達したように見える。
それと同時に、このレギュラシオンを支えてきた社会システムと技術システムが損なわれた。「カル
ドア=フェルドーン」法則の波及効果が弱まり、中期の成長トレンドが低下した。システムが不安
定になったのである。
多様なレジームの解明という可能だが困難な課題
レジーム regimeの特徴を明らかにする長期的関係は、共積分の理論の枠組みのなかで開発され
た用具によって分析することができる。いわゆる共積分関係の検出を可能にする計量経済的な検討
によれば、アメリカやフランスに当てはまるような長期(百年単位)の仮説はほとんど、否定され
ることになる [Reichlinet Guillemineau， 1988; Leroy， 1992J。
長期にわたって共積分関係が不在であることは、産業革命以降の同じ資本制的生産様式のさまざ
まな発展段階を表現するレジームという考え方に照応する。その場合、構造変化はつぎのふたつの
観点から分析することができる。
構造変化についての第一のアプローチは、経済の規則的な変容に関わっている。この場合、一定
のマクロ経済的諸関係を表現する諸係数の相対的安定性が観察されるような、特定の時期を見いだ
すことはできない。それどころか、これらの係数は時間とともに規則的に変化する。
第二のアプローチは、長期的に不安定な関係でも、説明的な変動要因と結合した諸係数が一定で
あるような中期のあいだは安定化する、と考えるo第一のアプローチは、時空を通じて同じように
行動するというエージェント仮説が受け入れられないことを意味するレジームという観念に類似し
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ている。反対に、構造変化、環境の変容、制度の変容は、諸個人の行動を変容させ、マクロ経済的
関係そのものに影響を及ぽすのである。
第二の考え方を採用すれば、 1900年から1987年までのアメリカの賃金決定を分析することができ
る。この期間全体はずっと、安定していなし」変化は1930年前後に現れ始めるが、それが(統計的
に)意味をもつようになるのは1940年代のころである。確認できるふたつのレジームのあいだの移
行期間は数年間つづいている。計量経済分析をもってしでも、適切な変動要因を導入しないことに
よって無視されたかもしれないレジームと、存続期間が計量経済的基準から抜けてしまうほど短い
レジームとを区別することはできない。また、同一のままで存続する、基底にある伝統的レギュラ
シオンに従つてはいるが外国での諸事件(例えば戦争)によって混乱した時期と、長期的にわたる
実際の変容の時期とを区別することもできない。
とはいえ、生産性上昇の配分についての現代の公式が今世紀初めの競争レジームと異なることは
疑いないのである。
制度主義的・歴史的アプローチのおもしろさと難しさ
また、統計分析により事後的に確定される調整様式は、諸制度を同定することによっても識別さ
れる。諸制度の動態は、資本制的生産様式に固有な諸問題と諸矛盾を解決する集団的プロセスの歴
史的結果である。
各国に固有な時期区分は歴史的、制度主義的研究に基礎を置いている。このような研究のおかげ
で、集団的アクター(労働組合)の出現、法やルール、交渉による妥協や団体協定一一これらは調
整様式の活力を長期的に保証する一一の創設、敵対的な社会関係の上に構築された経済システムの
再生産および変容を識別することができる。
歴史的分析を要請するこのようなアプローチは、おおざっぱで不確かな時期区分にいくつかの基
準を提供することができる。しかしそれは、十年以上に及びうる過渡期を正確に分析するものでは
ないし、いわんや予言的価値をもっているわけでも、「再生産可能なJモデルを提供するわけでもな
いのである。
労働力の販売に大きく影響する自律的行為を遂行するのに十分なパワーをもっ安定した労働団体
は、どの工業諸国においても、長期にわたる歴史的プロセスのなかで構築された。また、これら労
働団体の権限は、これまでと同様に現在も労働市場の規制緩和政策によってたえず見直されているo
例えば1980年代には、政治的状況と経営戦略にしたがって、企業目標への労働者の忠誠を確保する
ための温情主義的政策と労働組合組織にたいする公然たる攻撃が交互に展開されたばかりか、労働
組合組織自身の矛盾や労働組合の解体、さらに労働市場の状態自体によって、労働団体の権限は弱
められたのであるo
労組加入率のもつ影響力を分析し、さらに内生的構成要素と外生的構成要素(制度的、政治的、
国際的環境)のあいだの社会的コンフリクトの強さを分析することによって、レギュラシオニスト
96 
レギュラシオン理論の r5つの制度諸形態Jの再検討(2)(若森) 97 
のモデルを豊かにしなければならないだろう [Corneo，1994]。
それゆえ、結局のところ、レギュラシオニストのモデルを明示するうえでの困難は、賃労働関係
の、より特殊的には名目賃金率の決定の枠組みをなすような制度、ルール、法に関する一般的な理
論的装置が欠如していることに由来している。このような理論的欠知は、今後われわれレギュラシ
オニストを、記述的で歴史的な研究をおこなうことによって時期区分の概念を明確にする方向へ向
かわせることになるだろう。
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V 賃労働関係、と雇用システム*
H.ベルトラン“
賃労働関係とマクロ経済からマクロ社会への架橋
賃労働関係の概念は否定できない成功をもたらした。成功は、おそらくこの概念の内容的精織さ
よりも、その総括的で幅広い、包括的な性格によるものであろう。ポワイエがあたえた定義によれ
ば、賃労働関係は「生産諸手段の型、社会的・技術的分業の形態、企業にたいする労働者の離職や
定着の様態、直接・間接の賃金所得の決定因、賃労働者の生活様式J[Boyer， 1986.邦訳八O頁]を
意味しているのである。この定義には、マルクス的系譜に属するものが認められる。なぜなら、賃
労働関係の概念は、賃労働者層を政治的主体一一政治的主体の社会的構成様式、すなわち、交換関
係や従属関係、他の社会的アクターとの抗争関係は経済全体の機能において決定的な役割を果たす
ーーとして確立するからである。さらに、賃労働関係の概念の発生を、マクロ経済のモデル化の実
践や、いくつかの重要な方程式の理解と解釈、とりわげ賃金と生産性に関する方程式の理解と解釈
に結びつけねばならない。
このような読み方から二重の研究が生じる。賃労働関係を明示的に説明すると同時に社会的骨組
みおよび社会的基礎を形成する、「制度諸形態Jという社会空間のなかでは、媒介的範鴫の研究は新
古典派的アプローチの個人主義的心理主義と対立する。この研究によって、社会的なものの経済的
構成の研究、社会的「諸制度Jと社会的、集合的「アクターJの研究といった広大な研究領域が開
かれる。さらに対称的に、アクターやアクターの相互関係に経済学者が注目することによって、こ
れら諸関係の経済的側面の分析が試みられるようになる。すなわち、一般的等価として関係づけら
れる、つまり経済的対象として構成され還元されるような交換の諸要素を作り上げるのに際し、ア
クターはどのような役割を果たすのか、ということが分析されるようになるのである。
したがって、一方で経済分野が社会的側面にまで拡大され、他方で社会分野が経済的機能に還元
される。例えば、「フォーデイズム的J賃労働関係のもっとも単純化された形態は、購買力と予想生
産性上昇との社会的交換一一この社会的交換の基盤や社会的構造の分析が一連の展開を通じて以下
で試みられるーーとして把握される。すなわち、社会的諸集団が形成され、さらにこの諸集団が矛
盾と抗争を通じて、また試行錯誤の結果として、諸妥協一一経済学者にとって同値類、社会学者に
とってノルムに相当するものーーを創出してきたその仕方が分析がされる。賃金変化の新しい一般
的ルールの発生として理解されたアフター・ブォーデイズムの新しい「賃金公式Jの分析は、賃金
変化の新しいルールとして形成される公式についての試行錯誤の研究の格好の例である (R.Boyer
*この論文は、R.Boyer et Y. Saillard (eds)， Theorie de la regulation， La Decouverte， 1995に第11
章として収録されている。
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et Y. Saillard (eds) [1995] chap. 12をみよ)。しかしながら注意すべきは、新しい賃金公式の分析
が、ルールが社会的に承認されるであろう条件と空間よりも、企業内部でルールが形成される事情
およびその影響を強調していることである。
賃労働関係の縮減された経済形態、すなわち、それを凝縮する「賃金公式Jにおいて、賃労働関
係は全体的レギュラシオンの基本的な構成要素である。全体的レギュラシオンは、モデルに合体さ
れることを通じて賃労働関係を内生化し、その経済的妥当性を確証する。それゆえ、ある賃労働関
係が「成功するJためには、経済的再生産と社会的再生産を交差させる二重の承認が必要になる。
あるいは、このアプローチには「社会的諸形態Jのたんに経済的な内生化があるだけではなく、経
済モデルの社会的内生化もあるのだ、と言うこともできる。
この二重の依存関係は全面的ではない。一方で、賃労働関係を支える制度諸形態は、期待形成と
意思決定を助けるのに不可欠な外生的基準を経済的エージェントにあたえるo 他方で、賃労働関係
のマクロ経済的影響は、賃労働関係の機能ないし変容の具体的な社会的様態一一それは賃労働関係
を支える雇用システムによって説明される一ーよりも、賃労働関係が経済的に成功しているか失敗
しているかを表現する。賃労働関係の機能ないし変容の社会的様態を説明するのは、である。
雇用システムと集合的アクターの形成
賃労働関係が明確な意味をもつためには、明示的に表現される必要がある。「雇用システム
systeme d'emploiJは、社会的アクターと彼らの相互関係が構成される場、それゆえ社会的な場に
おける賃労働関係の明示的表現に他ならない。あるいは、マクロ経済的に言えば、それは賃労働関
係の外生的側面である。雇用システムによって、賃労働関係の5つの構成要因のうち次の二要因が
とくに発展させられる。ひとつは「雇用関係relationd'emploiJと関連する労働編成や分業であり、
もうひとつは企業にたいする労働者の定着や離職のシステムであるo 賃金所得の決定因はここでは
扱われない。というのは、それらは本書のなかの他のふたつの論文 (R.Boyer et Y. Saillard (eds) 
[1995] chap. 10， 12をみよ)によって取り扱われているからである。したがって、雇用システムに
ついての研究プログラムは、問題設定を不可避的にずらし、幾分か問題を変えることになる。
実際、中心問題は、個人から集団への移行の問題、すなわち、媒介的な集合的アクターが「代表
的エージェントJとしてではなく社会的媒体一一これが持続的に共通する、漸次的に制度化される
社会的・職業的アイデンティテイを構成しているーーとして構成される仕方の問題である。さらに、
この社会的媒体(例えば、支配的な「賃金公式J)の影響を最初に取り上げることによって、共通ル
ールが集合的アクターの動きを通じていかに形成され、ついでそれがどのように変容するかという
ことに強調点が移動する。これこそ、著しく過去想起的な説明(レギュラシオン理論にたいししば
しばなされる非難)から未来展望的な分析能力に移行するための条件であるo
それゆえ、当然ながら研究プログラムは、労使関係relationsprofessionnellesシステムの分析へ
と漸次的に向けられていった。まず、労使関係システムの成果が基本的に分析され、ついで、ふた
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つの方向から集合的アクターの形成の問題が分析される。第一の方向は、職業集団および社会的ア
クターの母体である雇用および雇用関係の形成に向けられる。第二の方向は、結局は教育システム
に行き着くことになる、集合的アイデンティテイおよび表象の形成と管理に向けられる。
労使関係の閑聾は固によって異なる
賃労働関係を解明するに際して、労使関係システムの分析が大きな役割を果たしていることは、
すでに明らかにされている。レギュラシオニストのなかでこの分野を最初に研究したのが、 Jean-
Marc Grando， De Gilles Margirier et De Bernard Ruffieux [1980]である。イギリス、ドイツ、
イタリアにおける労組組織の様式、コンフリクトと交渉の水準・場所・内容を比較することによっ
て、彼らは「制度諸形態Jのあいだの関連、「賃労働関係Jの具体的な様態、経済全体の機能などを
明らかにするように努めた。
要約すれば、イギリスの職能労働組合は本物のフォーデイズム的賃労働関係の形成と両立しなか
った。なぜなら、イギリスの労働組合は、労働力の各カテゴリーの利用様式の厳格なコード化を企
業に強制することによって労働過程の再編の可能性に足かせをはめ、フォーデイズム的「社会的妥
協J、すなわち賃金と予想生産性の交換関係を阻止したからである。
反対に、ドイツは第二次世界大戦後、フォーデイズム的賃金決定の明示的基礎として機能する労
使関係システムを確立した。賃金、職務等級、総労働時間について討議し決定する部門レベルと日
常の労働関係(雇用、人員削減、技能訓練、割増し手当、など)が管理される企業レベルを完全に
区別することによって、ドイツでは独自の仕方で有機的なフォーデイズム・モデルの諸制度が創出
された。そこでは、部門レベルと企業レベルが区別されると同時に、(賃金増加を求める)産業別労
働組合と(生産性上昇を求める)経営者団体が話し合うことによって、これらふたつのレベルの結
合が部門レベルで成立するようになった。この図式はすべての部門に賃金増額(または生産性上昇
益の事前の配分)を全般的に波及させ、そうすることでつぎのふたつの難問を解決した。ひとつは、
モデルが(マクロ経済規模で)完結するのに必要な賃金ノルムをどう普及させるか、という問題で
あり、もうひとつは、(経営者と労働組合)によって調節される競争の社会的条件をどう管理するの
か、という問題である。部門の空間は、このふたつの難問をケース・パイ・ケースで解決するのに
適した空間なのである。
これらの労使関係システムの分析のアプローチは大きな長所をもっていた。第一に、これらは、
諸アクター(例えば、職能労働組合、産業別労働組合)の構成様式、アクター聞のコンフリクトと
妥協の管理の社会的場、経済全体のレギュラシオンの様態という三者のあいだの社会的関連をーー
たとえこの関連がつねに完全に制御されていたとはかぎらないとしても一一具体的に明らかにする
という、教育的な利点を提供した。
第二に、これらのアプローチは、熟練と職業移動の空間にもとづくアプローチとの、新しい実り
豊かな連携プレーを生み出す可能性を備えていた。というのも、これらのアプローチは、職業集団
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のレベルにおける社会的アクターたちの動きやアクターたちの組織化と行動の様式を描写し、分析
することに努めたからである。しかしながら、ふたつのアプローチの連携プレーはもっと掘り下げ
られる必要があった。なぜなら、ドイツでは、部門は職業空間とそれに照応する集団の形成や管理
における決定的な場であるのに、フランスでは同じ役割を演じていないからである。人員の有効な
移動空間がどのように形成されるか、それゆえ、アイデンティテイと職業集団がどのように作り上
げられるのか理解するには、労働編成および労働力の具体的な管理方式を再検討しなければならな
い。ドイツで部門の諸制度が機能する仕方を検討することによって、例えば、部門はなぜとりわげ
二重システムの職業訓練制{義務教育終了後の若者は3年間、企業内訓練を受けるのと併行して週
1-2回職業学校に通うシステム}を通じて、労働力やその代表やその熟練空間を同質化する傾向
があるのか、理解することができる。あるいは、フランスでは職業集団が別の仕方で作り上げられ
るために、フランスで部門が演じる役割はドイツに比べて弱いということも理解できる[Bertrand，
1990]。
したがって、レギュラシオニストの研究プログラムは、つぎのふたつの新しい問題系列に取り組
むようになった。空間、集団、労使関係のあいだの重要で持続的な各国ごとの相違がどこからくる
のかについて理解すること、さらに、これらの構造と代表の変容に関すル検討を可能にする概念的
枠組みを作り上げること、がそれである。
社会的影響からコンヴァンシオンの経済へ
レギュラシオニストのプログラムは社会学者、とりわけ「社会的影響」を研究する LEST(労働
経済・社会学研究所)の研究プログラムと合流することになった。それゆえ、 J.-J. Silvestre [1990] 
は3つの近接する研究分野を指摘している。すなわち、アクターおよび彼らの形成の識別、空間と
行為の場所の識別、ルールおよびその発生の識別である。「職業空間jはこのアプローチの中心概念
である。職業空間は、これらの著者によって「アイデンティテイとその非破壊的な分断とが密接に
絡み合った安定システムJとして定義される。職業空間は、それが異なる職業的アイデンティテイ
を構成するという点で、分離されている空間である。出発点はかなり違っているとはいえ、職業空
間の理論と分断的労働市場の理論の類似性を指摘することは十分に可能である。前者の出発点は職
業的アイデンティテイの構築であるのにたいし、後者の出発点は対立的労働市場の機能様式の相違
である。対立的労働市場では、ルールによって支配される層と市場メカニズムによって支配される
層に分裂しており、ルールによって支配される層の方が品質と質的な技能訓練の管理に適している。
しかし、ルールと種々の集合的アクターからなるシステムが存在することを確認すればそれで事
足りる、というのではない。さらに、ルールの発生を解明しなければならないのであり、これこそ
が「コンヴァンシオンjの経済学者の中心目標となっている。
o. Favereau [1994]によれば、レギュラシオニストのアプローチが集合的アクターの交渉の成果
(例えば「制度化された妥協Jの概念)を非常に強調するのにたいし、コンヴァンシオニストは何
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よりも不確実な空間において手続き的合理性が構成される様式に関心を寄せる。とりわけ集合的ア
クターとしての労働組合は、成果の生産者としてよりもむしろ、現実の労働関係の枠組みを構成す
るルールの生産者として理解される。ルールの生産と組織的な学習プロセスの重要性に注目するこ
とによって、確かに集団的行為をよりよく考察することができるが、だからといって、アクターの
構成および個人から集団への移行に関する問いが取り除かれてしまうわけではない。「公正な社会的
関係のモデルJに照応する研究は、おそらくルールおよび行為の枠組み形成の問題に過度に固執す
るために、個人から集団への移行に必要なふたつの概念を遠ざけてしまう o ひとつは集団の同定、
強制、力関係の概念、もうひとつは、いかなる同意もなしに強制関係に訴えることができるという
概念である。集合的アクターがいかに形成されいかに歪められるかを理解するには、労働編成の分
野が格好の分野である。
フォーデイズムの後に何がくるのか?
労働編成の新しい形態の出現にたいして、ネオ・テーラー主義、ネオ・フォーデイズム、ポスト・
フォーデイズム、トヨテイズム、オーニズム、ソニーイズムといったさまざまな呼び名が考案され
ているが、多くの著者にいちばん共通に見られる指導的見方ははっきりしている。
指導的見方の第一は、変化と進化の度合いを強めながら市場が空間的に拡大することで生産組織
の複雑性が増していく、ということに関連している。しばしば強調されているように、テーラー主
義的編成様式の無力化と参加にもとづく新しい編成様式の必要性から、より柔軟でより複雑な新し
い協調形態が生まれた [Lichtenberger，1993]。命令にもとづく労働から「自律的」労働へ、服従か
ら責任へというように、個人と労働集団の役割が再定義される。単純な機能的編成から柔軟で分権
的な編成への進化によって、品質の制御が可能になる。例えば、 M.Aoki [1988]によれば、計画
原理にもとづき垂直的に調節されるA企業から水平的に調節される適応力に富むJ企業へ、 P.Zar-
ifian [1994]によれば、熟練にもとづく安定的な編成から技能訓練にもとづく絶えず進化していく
編成へというように、企業は複雑に組織された学習の場として再定義されるのである。
指導的見方の第二は、このような変容がもたらす経済的権力の再配分と関係している。かかる変
容にともなう分権化は、個人および集団の作業上の自律性の高まりと、この高まりを特徴づげる権
力範囲の拡大をもたらすのである。この進化は、そこに新しい労働者の登場を見る人々にとっては
希望の源泉であるo この新しい労働者は、職能的能力や職能と職能を関連づける能力がこれまでよ
り大きく、提案し、分析し、創意工夫し意思決定し、計画を立てることができる。要するに、それ
は責任ある自律性をもった労働者であり、ポスト・テーラー主義的労働者の新しい萌芽的形態なの
である。他の人々は、このような進化を全面的に否定するのではないが、それを労働市場の分断化
の強化という枠組みのなかで相対化することによって、むしろ、すでに相当に展開している新しい
分業の出発点をこの進化のなかに見ているo新しい分業では、もはや構想者と実行者が労働の形式
的な命令と指図を通じて対立するのではなく、権限と戦略的水準の総体が生産作業の遂行者に対立
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するのである。生産作業は外観的には大きな自律性を持つように見えるが、この自律性は、業績に
ついての厳しい制約(プロフィット・センターの再編成、成績査定、品質管理など)によって制限
され統制されている。一方では専門的な職務に関係する生産単位、プロフィット・センターまたは
企業、他方では戦略的企業統合および再統合の「職務Jを遂行し金融的機能を果たす大企業や企業
集団が出現して、新しい経済的分業が生まれる。大企業のスリム化や、雇用の自立的中小企業ない
し下請け企業への急速な移動は、独立したものであれ統制されたものであれ、このような運動を例
証するものである [Appay，1992; Lichtenberger， 1993]0 
これらの労働編成の新しい形態は、雇用関係にきわめて大きな影響をあたえるだろう o 雇用関係
は、フォーデイズム時代を通じて統一化される傾向があったが、今日では複雑な状況に適応する諸
形態をとりながら多様化する傾向にあるo このような傾向は次第に大きくて切れ目のない範囲にま
で広がっていて、賃金契約から商業契約にいたるまで広範囲に浸透している。しかし、賃金契約の
新しい管理様式(業績査定)は賃金契約を部分的に商業契約(手段についての契約から業績につい
ての契約へ)に近づけていく傾向があるのにたいし、商業契約の内容はますます手段についての調
節を統合しつつあるのである。
より複雑で動きがあり不確実な生産世界のなかでは、個人は短期的には過剰に制約され、長期的
には過小に決定されている。個人が短期において過剰に制約されるのは、雇用者の期待と職務上の
要請がきわめて大きいためであり、また、個人が引き受け管理しなければならない協調にともなう
制約があるためである。長期において過小に決定されるのは、見通しが悪いためであり、また、企
業や労働集団、地位や職務および予想しうる展開経路に影響をあたえる不確実性のためである。個
人の職業予測が時間的に短縮され空間的に分裂することによって、従来の集合的アクターが無力化
していく。少なくとも部分的にはそうである。というのも、明確なアイデンティテイの構成プロセ
スがないし、新しいルールや集合的意味を生産しうる新しいもの(アクタ一、場所、内容)の出現
が困難だからである。
教育関係の重要性について
国民的な相違を理解するということは、空間と職業的アイデンティテイを構成する別の母体、す
なわち、教育システムにまで遡ることを意味する。よく知られているように、教育関係は、とりわ
け生産システム、それゆえ労働市場との関係に入り込む際の開始点を確定することを通じて、職業
的アイデンティテイと職業的カテゴリーの形成において重要な役割を演じる。この開始点は、国に
よって、また各国の教育システムによってさまざまであるが、決定的な仕方で職業的アイデンティ
テイと職業的境界の形成に影響する [Bertrand，1990; Boyer et Caroli， 1993]。ラテン系諸国の職
業訓練システムにドイツの二重システムを対立させることは簡単で、よくおこなわれている。若者
の大多数が通過するドイツの幅広い職業訓練システムは、企業の要求と新卒者の職業準備をうまく
結びつける機能をもっているだけではない。それはまた、社会体の同質化と職業市場のより広い開
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放を促進するうえで重要な役割を果たすのである。
反対にラテン系諸国では、職業訓練の開始点は非常に多様で階層的である。そのため職業的境界
は強くなり、しかも、職業的カテゴリーの閉鎖性一一それは強い形態をとることがあるーーによっ
て、維持されていくことになる。これらの国におげる職業市場の相対的弱さは、初等教育および普
通教育のあり方のせいであり、企業から企業への容易な移動に必要な柔軟性を制限する、内部市場
の機能のせいである [Bertrand，1990; Annandar et Bertrand， 1990]。
要するに、雇用システムの研究は、相互に関連し合う 3つの大きな研究すべき領域を含んでいる。
すなわち、雇用関係を規制するルールとコンヴァンシオンの研究、ルールを生み出す社会的枠組み、
より正しくは集合的アクターの構成様式ーーその組織と働きーーについての研究、この社会的枠組
みの基礎である共通の社会的表象についての研究、がそれである。賃労働関係を研究することは、
これらのルールのマクロ経済的影響、言い換えれば、雇用システムの解明によって明らかになるそ
の暗黙のマクロ経済的機能を研究することである。
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VI 賃金決定ルールの多様性と可変性*
B.レイノー “
105 
制度主義的マクロ経済学の構築をめざす長期動態の理論であるレギュラシオン理論は、蓄積体制
を構成する制度諸形態、すなわち、貨幣、競争、「賃労働関係Jに特別の注意を払ってきた。この問
題設定のなかで、レギュラシオンの理論家たちは長期において事後的に観察される平均賃金の水準
と変化を研究し、賃金決定の基本法則を引き出した [CEPREMAP-CORDES，1978; Boyer， 1978J。
これらの研究結果が共通に示すところによれば、賃金決定の原理(賃金の水準と変化)は歴史的な
特徴を有している。すなわち、賃金決定の原理は賃労働関係の構図に、それゆえ結局、それぞれの
構図に照応する種々の調整様式に依存する {R.Boyer et Y. Saillard (eds) [1995J chap. 10をみ
よ)。
したがって、賃金論は賃労働関係および調整様式の理論の副産物である。ついでレギュラシオニ
ストは、賃金は市場の変数であるという主張を否定する。とはいえ、制度と組織が賃金決定に影響
をあたえるメカニズムは、まだほとんど知られていない。
レギュラシオン理論のふたつの限界
第一に、賃金決定ルールが多様であることは、方法論的全体主義にもとづく理論とは適合的では
ない。実際、この方法論を企業がさまざまなルールを採用するという事実と両立させるには、ただ
ひとつのやり方があるにすぎない。企業戦略、したがって賃金決定ルールの選択は、剰余価値の増
大を追求することだけに依存している、ということを証明することがそのやり方である。最初にこ
のやり方を実行したのはM.アグリエッタ [Aglietta，1976Jである {R.Boyer et Y. Saillard (eds) 
[1995J chap. 3をみよ)。彼はテーラー主義の時期の個数賃金を、その当時の時間賃金の派生的形
態として考えた。
第二に、ルールが暖昧さなしに適応される装置として考えられると、ルールの多様性の理論を構
築することはいっそう難しくなる。こうした見方から、科学技術の発生と普及の研究に示唆を得て
社会的ルールを分析することが可能になる [Boyeret Orlean， 1991; 1994J 0 しかしその代わりにこ
の見方は、多様性を解釈しうる可能性のひとつ、すなわち、ルールが適用される際のルール解釈の
役割を最初から遠ざけてしまう o だが、ルール解釈とルール適用を結びつける必要性を強調する研
*この論文は、R.Boyer et Y. Saillard (eds)， Theorie de la regulation， La Decouverte， 1995に第12
章として収録されている。
* * CNRS (国立科学研究センター)研究員
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究もある [Livet，1994; Livet et Reynaud， 194; Reynaud， 1992， 1994a，1995]。
最後に、ふたつの分析水準を区別する必要がある。ひとつはミクロ経済の水準である。この分析
水準は、労働編成の一定の形態、企業タイプ、職務給のようにそれらに直接的に依存する賃金ルー
ルを含んでいる。もうひとつはマクロ経済の分析水準であって、そこから事後的に、フォーデイズ
ム的蓄積体制の場合のフォード的賃金決定公式のような現行の賃金ルールが引き出される。このよ
うなふたつの水準が区別されるならば、ミクロ経済水準で観察される賃金ルールをマクロ経済水準
の潜在的変化の指標として用いることができる。これは、フォーデイズムの賃金公式が今後どうな
るかという問題と関連している。
賃金ルールの多機性対原理的統一性
レギュラシオニストは賃金の制度的多様性を認識することによって、賃金決定の法則が歴史的に
交代する賃労働関係の調整様式の副産物であることを証明するだけでなく、さらに逆の関係、すな
わち、賃金ルールは手続きである一一解釈を含むその適用は、個別賃金、結局は平均賃金を決定す
るーーということを考察するように導かれていったと思われる。実践的にも論理的にも、この賃金
ルールの研究から出発して平均賃金決定の単一の原理を引き出すことは果たして可能であろうか。
賃労働関係はマクロ経済的概念であるので、ミクロレベルでの「賃労働関係Jという表現は分析
水準の混同を抱えており、矛盾している。以前の著作 [Reynaud，1990， 1992]のなかで雇用関係
relations salariales-一一これは要するに同じ賃労働関係のローカルな表現(部門、企業、等々)にす
ぎない一一の多様性を説明しようとした際、賃労働関係の概念の用法が間違っていた、というのは
事実である。
では、賃金ルールの多様性はいかなる賃金決定法則に照応するのだろか? 思弁的な考えではな
く経験的な研究に依拠してこれに答えるために、われわれは、企業レベルで把握される雇用関係の
配置にもとづいて賃労働関係の表象を構成することができる、という仮説を提起した。このような
展望にたって、 1986年にINSEE(フランス国立統計・経済研究所)によっておこなわれた賃金構造
にかんするアンケート調査から、 21の変数を抽出した。それらはつぎのような指標類型に帰着する。
諸制度との結びつき(団体協定や企業内協定への帰属)、部門、企業規模、労働編成様式、雇用され
ている労働力の特徴、間接賃金の性格(疾病の場合の補償制度によって分別される)などがそうで
あるo 分散度分析モデル(logit)を使えば、賃労働関係のさまざまな構成要因が21の変数を通して
各賃金ルールに及ぽす独自的影響を、他のすべての条件が同様であるという前提の下で明らかにす
ることができる。
計量経済分析の結果によれば、賃金1レールが採用されるときもっとも重要な意味をもっ賃労働関
係の構成要因は、「労働過程の統制jに関連する変数である。実際、それぞれの賃金ルールには労働
統制のある形態が照応している。労働統制は3つの機能を含んでいるo 課業の命令、労働の評価、
賃労働者の動機づけと規律、がそれである [Edwards，1979]0報酬ルールは多様であっても、賃金
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決定法則は同一である。労働を刺激する手段 (fにんじんJ)である賃金は、求められている労働統
制の形態によって決まる。
4つの賃金ルール
第一のルールは奨励金皆無の月給制であって、これは「単純な統制jに照応する[Edwards，1979 J 0
この賃金公式は1986年において労働者の13.8%に適用されている。それが実施されているのは、小
企業 (50人未満の賃労働者)、団体協定がほとんど存在しないところ、衰退部門(繊維産業、皮革産
業)などである。賃金政策は賃金コストの削減をねらっている。労働力は投資の対象とは見なされ
ていなし」実際、企業は奨励金を出したり、法律の定めるところ以上に労働者に有利な社会保障を
創設することによって、雇用している賃労働者を企業内に引き留めようとはしない。 1978年から義
務付げられている月給化のルールを除けば、公式的なルールが欠知しているために、雇用者と賃労
働者のあいだに個人的な関係が形成される余地が残されている。企業経営者が自分の権威やカリス
マ性にもとづいて労働の管理や評価や監督をすべて取り仕切る、という状況になっている。ルール
がインフォーマルであるために、労働者は温情主義的に管理されることになるのである。
第二のルールは一ヶ月分の給与以下の奨励金付き月給制であって(1986年で労働者の30.9%)、、，~ 
れは「単純な統制Jの変形を構成する。制度との関連は、企業協定が賃金変化を決定する参照基準
となることに限定される口第一のlレールの例と比べて、労働者の技能はより訓練されており、企業
規模もより大きい。L.Boltanski et L. Thevenot [1987， 1991Jの用語を借りるならば、以上のふ
たつのタイプの管理は「家内的J企業モデルを表現しているo
第三のルールは個別的または集団的産出高奨励金付き月給制であって、 これはテーラー主義的ま
たはフォーデイズム的「技能統制jに照応する。個人産出高別賃金(1986年で労働者の6.4%)はテ
ーラー主義の名残のひとつであり、いまでも靴や衣服のような労働集約的産業において用いられて
いるo
これにたいし、集団産出高賃金(1986年で労働者の5.9%)は装置産業とフォード主義的産業を特
徴づける。この1レールは、企業の技能構造と生産組織にもとづく「技能統制jの典型的タイプであ
る。実際、 このふたつの場合、現場監督が権力を行使するのではなく、機械は計画によって決まる
労働量にもとづいて制御される。賃金は職務posteと個人的または集団的な生産量の関数である。個
人別産出高奨励金は、テーラー主義的企業のモデルを表している。他方、集団別産出高奨励金は、
グループ労働編成にもとづくフォーデイズム的企業モデルを表している。第三の統制機能である、
労働インセンティプと賃労働者の監督は、主として解雇の脅威による消極的なインセンティプ・シ
ステムによって保証される。
最後のlレールは 1ヶ月分の給与以上の年奨励金付き月給制 (37.4%)であり、 これは「官僚主義
的統制」に照応する。長期的な組織様式の典型であるこのルールは、賃労働者を企業にとどまるよ
うに仕向ける(1ヶ月分の奨励金、年功型奨励金、恵まれた社会保障システム)。それは、ガス、水
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道、都市暖房のような「公共的J部門、あるいは自動車のような内包的蓄積の代表的部門の制度的
システムと密接な関連をもっている企業で実施され、単純労働者と熟練労働者のなかで勤続年数の
長いフランス人に適用される。この報酬様式は「官僚主義的統制Jを示している。これは、賃労働
者に有利な措置によって企業を対外競争から守るような、「公共的J企業のモデルである。賃金は明
示的なルールの関数であり、職務よりも個人にたいして支払われるのが特徴である。
企襲から部門へ
われわれの研究成果にもとづいて比轍的にいえば、企業はこれらの賃金ルールの主要な考案者と
して、そして、部門は金業がその考案のために使わねばならない道具のひとつとして現れる。
企業規模、班労働、部門の3つは、採用される賃金ルールの違いを説明する重要な要因である。
賃金ルールは企業が大きいほどいっそう賃労働者に有利に働き、集団別産出高奨励金は三直体制で
編成された工場で実行される。また、部門は、マクロ経済的制約が表現される場のひとつとして、
また、経済的諸活動の基本的調節原理として現れる。企業および企業が確立してきた労使関係の歴
史を集合する部門は、伝統のもつ力を表現する。すなわち、部門は共通の諸価値を伝えるのである
が、これによって部門は集合的知識の保管者になる。これらの結果は、一方で常識が示唆するもの
を、他方でより古いデータにもとづく評価を確認することになる [Reynaud，1986]。
したがって、賃金を賃労働関係の副産物として考える一一これは方法論的全体主義にもとづくマ
クロ経済学的な取り組みに照応する一一レギュラシオン理論とは違って、われわれは逆の関係を付
け加えたい。すなわち、賃金は賃金ルールによって決定されるが、賃金ルールの多様性は、労働過
程にたいする恒常的で能動的な統制の追求という同一の企業論理に照応するのである。
ルールのニ大タイプ
レギュラシオン理論が強調する賃金の制度的次元は、賃金についての「コンヴアンシオニスト」
の潮流 [Favereau，1993; Reynaud， 1994a]との協力関係を利用することによって、もっと正確に
把握することができる。コンヴアンシオン理論によれば、賃金はたんに価格ではなく、ルールが解
釈されたことの結果である。その中心的な仮定によれば、「演縛的に無矛盾で受容可能な目標Jに関
する場合と「解釈的ルールJに関する場合とでは、ルールの創設は蓄積体制に同じ影響を及ぽさな
いのである [Livetet Reynaud， 1994]。この区別はルールについての別の考え方に支えられている。
すなわち、ルールは行動を指図するというよりも行為のための枠組みであり、したがって、解釈が
必要となるのである(コンヴァンシオン派のエコノミストの大部分が共有する見解)。
・無矛盾で受容可能な目標としてのルールつまり「ルール1Jは、指標、指針、比率、等々に準拠
して定義される。この場合の解釈とは、すでに構成された全体のなかからひとつの指標を選択する
ことであり、その解釈は、統計的な安定性を評価するのか、競合する多様な指標の正確さを評価す
るのかによって、両極端に分岐する。したがって、最低限の解釈が要求される。いくつものタイプ
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の物価指数(いちばんよく利用されるのはINSEEとCGTのものである)を明示する、物価スライ
ド賃金のルールについても同様である。スライド制ルールを適用することは、物価指数のひとつを
選ぶことなのである。
・これにたいし、 r，レー ル2Jと呼ぶことにする解釈的ルールは、タイプを分けることによって解釈
の領域(例えば、賃金は労働強度の関数である)を表示する。解釈可能な領域は、しばしばプロト
タイプないし説明モデルの想定によって明示される。ルールの解釈とは、まず可能領域を限定する
こと、すなわち、解釈にゆだねられるルールとすでに使われている諸ルールを関連づける原理的一
貫性を見いだすこと、ついで選択を決定することである。「物価に賃金をスライドさせることを禁止
するJ(フランスの1958年の行政命令)ことは否定的なルールであるので、それを適用するには新し
い解釈可能領域を探求することが必要となる。
根本的な変容か、フォーデイズムの手直しか?
フォーデイズム的レジームは危機にある。 1982-1983年以来、大部分のヨーロッパ諸国は賃金を
生活費にスライドさせない政策を実行してきた。これはフォーデイズムの支柱のひとつにたいする
正面攻撃である。新しい賃金公式は、もはやフォーデイズムのロジックのなかにあるような将来(期
待生産性上昇)にたいする楽観的な期待でも、産業界にあるような将来にたいする信頼でもなく、
個人的ないし集団的に確認される実際の成果にもとづいている。賃金増加はナショナルな経済条件
よりもローカルなそれに依存するようになるが、このことは賃金交渉のレベルが部門から企業に移
動することによって促進される(企業内で賃金と賃金等級について交渉することを義務づけた1982
年のオール法)。さらに、賃労働者のインセンティプにかんする1986年および1990年の行政命令の本
文が示すように、賃労働者の報酬の一部は、実現された成果にもとづいて決まるようになった。企
業は、雇用保証の約束と引き換えに、賃金水準を削減することに蹄踏しなくなってきている。
アンケート結果(付論)から、 1990年代に入ると企業は賃金水準の決定原理の変更よりも、むし
ろ賃金(個人賃金または賃金総額)変化のルールの修正の方を選んだ、ということが分かる。企業
活動の実際の成果しだいで決まる賃金収入の一部を創設することによって、企業は不確実性を賃労
働者に負担させているのである。
賃金変化の新しいルールは解釈的ルールであるが、それは、平均賃金の変化についてみれば、フ
ォーデイズムが実際に変容していることの兆候である。一方に、政府の予想インフレ率に賃金をス
ライドさせる場合がある。同様に、過去の業績と市場を考慮に入れることは、ルールの観点からみ
れば、過去のインフレ率へのスライド制を禁止するという解釈を企業がしたことの結果である。他
方に、個別的な賃金上昇の場合がある。たとえ賃金上昇がかなりコード化されていても、それはつ
ねにひとつの解釈を必要とするであろう。そのように行動することで企業は、つぎのふたつの利点
を手に入れる。ひとつは科学技術の要請に限定して労働を再編成すること、もうひとつは、これに
よって職務の概念と内容を再検討しないで済むことである。
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それに反して、無矛盾で受容可能なルールの方は、まったくあるいはほとんど新しいところのな
いルールである。基本賃金を決定する基準は、団体協定によって、あるいは、コンサルタント会社
がおこなう職務評価システムの大部分によって定義されるとしても、それはつねに職務である。こ
のルールは、賃労働者の職務内容が意図的にあいまいであるために雇用の弾力性が存在する、日本
のような場合とはほど遠いのである。1¥oki[1988， 1990， 1991]は職務区分の「あいまいで流動的なJ
性格をつぎのように強調している。「しかし、職種のあいだの境界は流動的であり、職務の定義はは
っきりせずかなり暖昧であるので、きわめて広く解釈される、賃労働者の権限と経験にもとづいて、
職種と職務は確立されてきたのであるJ[1¥oki， 1991， p.61]。中間管理職でない者への全般的な賃金
上昇を制限することは唯一の無矛盾で受容可能なルールであるが、これは、別のオプションを廃止
することで小さな修正を余儀なくされるであろう o 賃金水準と職務の決定はブォーデイズム的労働
編成と完全に連続的である。
現在進行中の変容がア・プリオリに根本的な変化というより、フォーデイズムの「手直しJを示
しているように思われるのは、以上のような理由による。このことは、実際に生じている変化が中
期的に重要ではないということを意味しない。しかし、周知のように、レジームが危機にありなが
ら、どうして執鋤な「手直しJがつづくのだろうか? 無矛盾で受容可能な目標としてのルールを
変えるよりも解釈的ルールを変える方が容易ではないだろうか? レジームの変化の理論に貢献す
るために、ルールとその惰性にもとづくアプローチを発展させることは、たしかに興味ぷかい。だ
が、進化論的なゲーム理論を援用することも [Boyeret Orlean， 1991， 1992， 1994]、とりわげ実験
的経済研究の教訓 [Samuelsonet Zeckhauser， 1988]を取り入れることも可能である。後者はき
わめて実り豊かであるのに、今日までほとんど利用されていないのである。
付論 賃金公式の変容一一1990年代のフランス
大企業で実施されている賃金政策一一少なくともフォーデイズムの危機以前の大企業の賃金政策
は「官僚主義的統制」を構成していたーーにかんするアンケート調査によって、賃金公式の理念型
を分析することができた。その結果、賃金政策がフォーデイズム的賃労働関係体制の根本的変容の
兆候(表現そして/あるいは原因)であるのか否か、ということについて答えることができた。表
1 r90年代の賃金公式タイプJで示される公式は、つねにつぎの三種類のルールによって特徴づけ
られるo
①企業の賃金総額の変化のルール。おそらくそのルールとして、政府が定数とみなす予想インフレ
率の関数 (M1)、企業の業績そして/あるいは市場の関数 (M2)、予想インフレ率と過去の業績
の関数 (M3)、予想インフレ率、過去の業績、市場の関数 (M5)がありうるo
②賃金水準の決定Jレール:職種を基準にするか否かによる賃金等級表のタイプ。
③個人賃金の変化のルール:一般的増加(1¥G)、個別的増加(1¥1 )、等々 。
「公民の本性Jのなかでは、諸個人は集合体に所属することによってのみ評価される。彼らはー
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???
表 90年代の賃金公式タイプ
タイプ1r公民的産業的J 全賃労働者対象 Ml+職務給+AG
タイプ2r労使協調産業的J 全賃労働者対象 M3+職務給+AG+集団的フレキシピリティ
タイプ3r守勢産業的J 一般従業員対象 M2+職務給+AG
タイプ4r市場依存的J 管理職対象 M5+学歴別賃金+AI
+ r市場J依存の職階制賃金
般意志に従う o 連帯はこの世界の本質的な特徴である。例えば、政府の予想インフレ率にもとづく
賃金変化のルールの適用は、この原理に従っているのである。
「産業の本性Jは効率、経済的成果、生産性を追求する。それは、将来にたいする予測と見積も
りによって特徴づけられる。それゆえ、企業を正確に限定された職種に区分することがこのロジッ
クに従うことになる。
「市場の本性」のなかでは、行為は欲望によって動かされる。諸個人のあいだの競争は、活力を
生むのではなく、むしろ彼らの対抗関係に変質する。価格は商品の大きさを評価する様式である。
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四 福祉国家と制度化された妥協一一起源から今日の危機まで*
C.アンドレ“
ヨーロッパのすべての国においてここ数年来、「福祉国家の危機」に対応するための議論と改革が
積み重ねられきた。福祉国家は黄金の30年の時期の主要な柱のひとつであり、その発展は経済成長
によって許容されてきた。今日、なぜ、そしてまたどのように福祉国家が再審に付されているのか
理解するには、過去を振り返り福祉国家の発生に立ち戻る必要がある。
方法の問題:福祉国家とはいかなる概念か?
福祉国家という観念にはいつもいくつかの概念が結びついている。福祉国家は狭い意味では、個
人と集団の社会的保護を保証するものとして理解される。この場合の福祉国家は、社会保障および
社会的扶助、あるいは社会政策一一この用語は固によって多様な意味を帯びている一一と同一視さ
れる。より広い意味では、福祉国家は個人および集団を方向づける公的介入の総体をカバーするも
のである。その場合、教育政策、雇用政策、労働政策、住宅政策が福祉国家に含まれる。さらに、
極端な考え方では、福祉国家の観念とケインズ主義的介入国家の観念が混同されている。
二番目の広い意味の解釈の方が、レギュラシオン・アプローチにより整合的であるように思われ
る。長期におけるフランスの国家/経済関係を調査した研究 [Delormeet Andre， 1983]は実際、
レギュラシオンの5つの「制度諸形態J[Boyer， 1986]のそれぞれについて大きな規則性が存在した
ことを明らかにした。レギュラシオン・アプローチの見方によれば、福祉国家は制度諸形態のひと
つである「賃労働関係Jにかんする公的介入と同一視される。賃労働関係で指し示されるのは、直
接賃金および間接賃金の形成原理に加えて、賃金収入の利用や労働市場の編成、等々である (R.
*この論文は、R.Boyer et Y. Sail1ard (eds)， Theor句 dela regulation， La Decouverte， 1995に第13
章として収録されている。
* * CNRS (国立科学研究センター)研究主任、 CEPREMAP研究員
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Boyer et Y. Saillard (eds) [1995] chap.9をみよ)。福祉国家の多様な構成要因のあいだに相互依
存関係があることが経験的研究によって明らかになったが、だからといって、福祉国家と、制度諸
形態の他の4つにたいする国家介入とを切断できるわけではない [Delormeet Andre， 1983; Ther-
et， 1992] (R. Boyer et Y. Saillard (eds) [1995J chap. 18をみよ)。
プランスにおける長期の公的介入の分析によれば、 19世紀の初頭以来、国家/経済関係の特徴的
なふたつの構図が継起してきた、と結論づけることができる。国家/経済関係の第一の構図は、フ
ランス革命から生まれたルールの基礎のうえで発展し、第一次世界大戦まで存続した。この場合重
要なのは、自律的空間として考えられる経済との関連で「限定されたJ国家という理念である。第
二次世界大戦は、経済領域に「挿入されたJ国家への移行を押し進めたo フランスにおける「挿入
されたJ国家は、間接賃金の制度化、および公的権威の庇護の下での通貨管理と経済政策全体との
調節の構想という、ふたつの大きな革新を真に責任をもって引き受けたことによって特徴づ砂られ
る。福祉国家の概念が実際に結びついているのは、この第二の構図である。
国際比較は、 19世紀の初頭以来の国家/経済関係の構図のこのような継起の有効性とこれらの構
図のいちじるしい国民的特殊性について明らかにした [Andreet Delorme， 1982]。
制度化された妥協が福祉国家の進化のなかで果たした固有の役割
国家の活動に潜む3つの論理についていえば [Delorme，1991] (R. Boyer et Y. Saillard (eds) 
[1995]chap.17をみよ)、正統化は基本的に社会的なものに依存し、調節も同じように社会的なも
のに結びついているが、逆に主権はいまや一一19世紀には公的秩序の問題が無視しがたい位置を占
めていたが一一、社会的なものには少なくしか関係しないのである。
福祉国家の構成要因のうちでは、社会保険と教育が、「制度化された妥協J(C 1) [Delorme et 
Andre，1983]の形成を引き起こすことによって、今日のドイツの共同決定のように国家の正統化の
なかで中心的な位置を占めていた。制度化された妥協はどのように定義されるのか? 制度化され
た妥協は、社会経済的諸集団聞の長期的な緊張や紛争の事態から生じる。緊張や紛争の後に組織の
形態が確立し、利害関係者にとっての規則性や権利義務が生じるのである。制度化された妥協は、
当事者である住民や集団が自分たちの行動や戦略を適応させねばならない枠組みとして、また基本
原理が長期にわたって維持される枠組みとして認められる。確立された装置は変化にたいしてきわ
めて抵抗的であり、公的介入の動態に決定的な影響をあたえることになる。以下では、制度化され
た妥協が形成されることの重要性を考慮して、福祉国家の進化の歴史を手短に概観しよう o
福祉国家の起源
「一部の国(イギリス)では19世紀以前でも社会福祉的J措置が採られていたとはいえ、国家が
社会保険の基礎を築くと同時に教育にかんする集権的統制を組織ないし確立し始めるのは、さらに
また、国家が労働者の労働にかんする法律を発展させると同時に住宅に助成しはじめるのは、なん
といっても19世紀を通じてである。その場合、社会的なものにたいする公的介入は、少なくともつ
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ぎの二系列の要因と結びついた緊張に由来している。国民国家の問題に関連づりることができる要
因と、工業化および賃労働制度の発達から生じる要因がそれである。
以前には「社会問題Jは、基本的に市町村レベルまたは教会によって保証される扶助ないし慈善
に依存していたが、伝統的な連帯が弱体化するという文脈のなかで労働条件が悪化したために、事
故や病気による賃金損失あるいは高齢による賃労働者の退職をめぐって、数多くの補償要求が引き
起こされることになった [Donzelot，1984; Rosanvallon， 1981]。補償要求の訴えは、労働者組織の
発達や国家による労働者組織の承認によって促進された。労働がとりわけ過酷で離職率が高い産業
(鉱山、鉄道)では、人手を固定するために保護基金を設ける企業もあった。また、共済組合が労
働組合や協同組合によって組織されたが、それはもっとも恵まれた人々だ砂を対象にするものであ
った。さらにフランスの場合、中産階級にとって国債が将来に備えるための手段になった。だが、
研究されている諸国に共通するこうした文脈は、実際には、際立つた国民的特殊性を帯びて表現さ
れる。国民的特殊性と密接に関連するものとして、すでに確立されている装置の重み、国家に先行
して存在する組織、対決し合うアクターの性格、影響力のある思想運動、代表制のありかた[Me汀ien，
1990]、さらには、国家介入を要請するものとしてみなされる問題の選択などがあげられる。
社会保険についてのドイツの先駆的役割はよく知られている。社会主義思想の影響から労働者階
級をそらす意図で総合的な保険制度を確立するようにピスマルク政府を導いたものは、新帝国の正
統化問題であった。実際、紛争は主として労働者階級から生じるのである。政府の強い影響力によ
って、雇用主にも労働組合にも社会保険にかんする法律が課せられると同時に、組合運動の鎮圧が
企てられた。その当時に創設された社会保険は、強制的であり労働契約と緊密に結合しているとい
う特殊性があった。協同組合と市町村の自治の枠組みのなかで自己を保護するというよく知られた
伝統が尊重され、社会保険の管理は被保険者とその雇用者の負担に委ねられた。つまり、まさしく
ひとつの制度化された妥協が実施されたのであるロフランスとは違って、ドイツの国民国家の正統
化は教育を通じておこなわれたのではない。というのも、教育はすでにプロシャの影響下で発達し
ていたからである。
プランスの場合、 19世紀末の国家にとってもっとも重要な課題は、第三共和制の正統化にかかわ
るものだった。反対勢力は住民全体に広がっており、とくに労働者によって担われているわげでは
なかった。ドイツと比べると労働者の数は少なく、その組織化も遅れていた。 1880年代に集権的組
織によって、非宗教的で無償の初等義務教育が制度化されたが、当時のねらいは、共和制の理念を
住民全体にまで広めて、教会の影響力と闘うことであった。この場合の制度化された妥協の対象に
なったのは教育である [Delormeet Andre， 1983]。その反対に、社会保険が労働組合の圧力やスト
ライキの広がりの下で実施されたとはいえ、その確立はドイツよりもずっと遅れたし、また、対象
となる住民の数も限定されていたばかりか、提供される給付の範囲も限られていた [Hatzfeld，
1971]。
イギリスはこれらふたつの国とは違って、政治の次元で国家が見直されることはなかった。労働
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組合は他の国と比べれば政治的影響をほとんど受けなかったし、社会主義運動の発展はゆっくりし
たものにすぎなかった。「遠隔政府Jという伝統のために、公的介入は制限され、個人による解決が
優先された。保険制度の制定は、このような文脈のなかで相対的にゆっくりしたテンポで進行した。
労働組合による労働党の結成、専門家と役人による世論調査の発達、フェピアン協会〔漸進的社会
主義を主張するイギリスの団体〕の影響、雇用主側の姿勢、ドイツの模範などによって、国家の役
割がイギリスで再評価されるようになるのは、 20世紀の始めのことにすぎない。 1911年の国民保険
法では、既存の利害が考慮に入れられている。それぞれ相当に発達している共済組合と保険会社に
保険の管理が認められた。しかし、救済原理から保険原理への移行が、生存最低量だ砂をカバーす
るように算定された給付にもとづいておこなわれたので、既成の伝統の見直しは部分的にしかなさ
れなかった。当時のイギリスの保険はフランスと同様に、制度化された妥協を担うものではなかっ
たのである。国家統制が漸進的に拡大していた教育についても、もはや制度化された妥協を見いだ
すことはできない。
これら三国では両大戦問の時期を通じて、保険による住民の保証に一定の改善がもたらされたが、
改善の経路は国により相当に異なっていた [Andreet Delorme， 1982J。
第二次世界大戦による断絶
第二次世界大戦は、挿入国家という新しい構図への移行に大きな影響をあたえた。根本的な変化
は、「間接賃金J(R. Boyer et Y. Saillard (eds) [1995J chap. 14をみよ)と呼ばれるものの制度化
である。改革はいずれも、給付の改善と給付対象の一般化という方向に進んでいったが、社会的・
政治的・経済的な文脈や過去に定着した社会装置の独自性、ケインズの理論 [Hal1，1989Jとベヴア
リッジの理念の不均等な影響のために、さまざまな社会保障制度が作り出されることになった
[Flora， 1986J。ここでは仔細に説明することはしないが、労使関係、労働市場、住宅を対象とする
公的介入が、新たな発展を見たのであった。
ナチスからの解放の時期は、フランスにおいても例外的な諸条件を結合させた。すべての政党の
政府への協力、労働組合組織の創出ないし再建と広範な要求運動、雇用主の立場の弱体化、レジス
タンス国民会議の綱領の影響、 1930年代に「近代化推進主義者Jによって展開された理念およびペ
ヴァリッジ報告の影響、がそれである。このような例外的な諸条件の結合から、社会保障制度の創
出を銘記する1945年の行政命令に体現された、新しい理念にもとづく社会保険の全面的な再編と拡
大がもたらされた。社会保障制度はそれ以後、新しい制度化された妥協を構成することになった
[Delorme et Andre， 1983J。財源の管理・運営が被保険者や雇用者にまかされていても、プランス
に特徴的な中央国家の後見の重要性は、採用された組織に、また公的権力に依存する負担金の納入
や保険金の給付をめぐる主導性のうちに見いだされるのである。
イギリスにおいても、第二次世界大戦は第一次世界大戦とは逆に、国民的連帯の強い感情を作り
出す一因になると同時に、社会保障制度の拡大に好都合な環境を用意した。戦前におこなわれてい
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た政策が拒絶されたこと、貧困や社会不安を制御するための国家介入の必要性について新しい認識
ができたこと、 1945年における労働党政権の樹立、ベヴァリッジ報告のインパクト一一これらすべ
ては、ここでも制度化された妥協を構成する改革をとるよう促した。全国民が社会保険に加入し、
税によって財源がまかなわれる普遍的医療制度への移行が、国家と社会の関係の根底的な変容と結
びっくものとして受け取られるようになった。以後このような措置は住民全体に適用された。その
後の社会保障制度は国家によって管理・運営されることになるが、給付水準が低いので民間の補完
的な保険に多くがゆだねられているという事実からも分かるように、自由主義的な考え方は現在で
もなお残っている。
ドイツでは、社会保険に継続性があり、 19世紀末の制度化された妥協は基本的には変更されてい
ない。逆に、ワイマール共和国で一時的に現れた労働者参加の形態を誌大したものである共同管理
または共同決定といった新しい分野に、制度化された妥協の特徴が見いだされる。賃労働者は、基
幹部門(石炭、鉄、鉄鋼製品)でストライキの圧力をかげることによって、 1951年に経営側と同数
の代表をこれらの部門の企業の監査委員会に送り込むことができた。この法律の適用がその後に他
の部門にまで拡大されたけれども、労働側の代表は減少することになった。企業委員会一ーその最
初の形態は1920年に法令化されたーーは1952年に復活し、この法律によって、賃労働者は企業の経
済的・社会的管理に参加できるようになった。この法律は、その後のドイツの労使関係の核心をな
す原理を制定し、社会が凝集するための強力な要素になったo
さまざまな社会保障制度の最初の原理はそれぞれ異なっていたが、それぞれの独自性は時と共に
いくぶん薄められていった。今日、すべての社会保障制度が救済と保険というふたつの性格を兼ね
備えており、住民のほぽ全体をカバーしている。
とりわけ、戦後における社会保障制度の確立によって公的支出の動態が生み出されたが、この公
的支出の動態は行政機構全体の支出の動態を推進することになった。この現象を説明するには、人
口数、賃労働者化の進行、法的保障の改善、既得権の拡大をともなう年金制度の盤充、医療部門に
固有な成長の論理、最近における失業増大、といったいくつかの要素を考慮しな砂ればならない。
このような支出の絶え間無き持続的な上昇こそが、 1970年代末以来、困難をもたらしている、と考
えられるのである。
福祉国家の危機
グローパリゼーションや経済の国際化の高まりはいまや、国家の行動能力をいちじるしく狭めて
いる。しかしながら、労働力の管理はまだ領域的国家に依存しているo だからこそ福祉国家は、今
日までナショナルな性格を保持してきたのである。
近年目立つてきた経済成長の鈍化は、結果的には、国家予算を圧迫する財政上の緊張激化を引き
起こした。とりわけ失業の影響によって、収入の増加が鈍化しているのに、社会的支出が独自の動
態でおこなわれている、ということ考えたとき、この社会的支出に特別の注意が注がれことになる。
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さらに、 21世紀の初めに到来すると予想される人口の高齢化は、財政的困難をいっそう深刻化させ
る恐れがある。つまり今日しばしば提起される福祉国家の危機は、何よりも財政危機なのである。
しかし、福祉国家にたいする非難は、さらにその効率性を問題にしており、また、コストが余り
にも高くなっていることを問題にしている。社会保障制度が企業に負担させているコストのために、
企業の競争能力が損なわれる、というのであるが、これには議論の余地がある [Pfalleret ali， 
1990]。もうひとつの批判的潮流は、貧困化の問題に対応して排除現象の拡大を防ぐことができない、
福祉国家の無力さを批判する。社会保障制度は、インフォーマルな労働や失業にはまったく無力な
のである。要するに、公的介入の効率性にたいする疑問や社会的凝集の衰退が広がるならば、国家
の正統性が危機にさらされることになるかもしれないのである。
これらの問題に福祉国家が応えるのは困難であるが、制度化された妥協が有する硬直性によって
対応、が部分的にいっそう難しくなる。問題になっている制度は実際、一定の歴史的文脈のなかにあ
る独自な問題と結びついている。さらに進化が、この装置と新しい緊張とのズレを引き起こしてい
く。各種の制度化された妥協を直接的に問い直す改革が実行に移されるようになったのは、最近の
ことにすぎない。そのようななかで、ドイツの共同決定方式だけが変化していない。共同決定方式
が後になって制度化されたこと、さらに他の制度化された妥協とは異なり法的コード化が基本的に
「実質的なj内容ではなくプロセスを対象にしているということが、この制度が存続するのに貢献
したのではなかろうか一一これは検討に値する問題である。
社会的諸介入が超ナショナル、ナショナル、リージョナルという3つのレベルである程度再編成さ
れることが予測できる。労働市場に存在する相違、国民的装置の異質性、それらを調節することの
難しき、さらに、ヨーロッパ規模のダイナミズムをこの分野で促進することができるだけの、社会
的に認知された強力なアクターや担い手がいないこと一一、こういったことを考慮れば、ヨーロツ
パのレベルで管理・運営される責任は、まだかなり長期にわたって制限されることになるだろう。
すでに承認されている社会憲章は、基本的には労働者の自由な流通や男女雇用条件の平等、労働現
場の保険衛生の保証問題に縮小されたままであるし、イギリスは社会憲章に加盟していなし」おそ
らくミニマムな基礎のうえでは EUの一定の歩み寄りがあるだろうが、それを超えたところでは、
社会的なものの管理・運営の相当な部分が領域的性格をもちつづけるだろう。とはいえ、ナショナ
ル、リージョナル、ローカルへの責任の配分は変容していくにちがいない。
予想される第二のタイプの転換は、福祉国家が対応しなげればならない緊張の移動と関連してい
る。雇用問題が今後の争点である。というのは、とりわけ、失業の増大にともなう貧困と排除の現
象が社会的凝集を危機に陥れているからであり、また、とくにドイツとプランスでは、社会保障制
度の大部分がまだ賃労働による所得に依拠して作られているからである。教育問題も、社会的凝集
の危機との関連で大きな重要性をもっている。さらにドイツは、東西ドイツの統一にともなう特殊
な困難に直面している。伝統的な社会政策だけでは、持続的な高い失業率によって、また労働編成
および雇用形態の転換によって引き起こされる、すべての問題に応えることはできない。職業レベ
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ルあるいは個人レベルで社会保障給付を引き下げる一般的傾向は、異なるカテゴリー聞の住民の不
平等を悪化させ、家族的連帯の可能性が現在の諸傾向によって縮小しつつある状況下で社会的凝集
を圧迫する恐れがあるo 現在の諸傾向がつづくならば、貧困の取扱は国家の管轄として考えられる
のにたいし、一部のサービスにたいする中産階級の需要の急速な増大には多様な解決策が見いださ
れる、というような二元的な制度に行き着くことになると思われる。しかしながら、社会問題の解
決を民間に委ねても、それはせいぜい補完的な役割を果たすだけであって、げっして福祉国家にと
って代わりうるものではない。もうひとつの道は国家の後退のうちにあるのではなく、活力ある連
帯を維持しうるような、国家介入の様式および国家介入の分野の一定の革新のうちにある。将来の
経済的進化に影響する不確実性を考慮するならば、公的介入の「実質的なj内容の決定よりも、む
しろ新しい交渉の形態やレベルといった手続きにかんする制度化が重視されてもいいだろう。この
点ではドイツは、フランスやイギリスよりも進んでいる。このような方向に沿う新しい妥協、しか
も国家により大きな正統性を付与し直すような新しい制度化された妥協を、果たして将来において
見つけることができるだろうか。
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